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地方圏の人口の推移

〇 地方圏（東京圏、関西圏、名古屋圏以外の非大都市圏）の人口は、1950～60年代は5,600～5,700万で推移していたが、
1970年代に増加傾向となり、2000年代前半にピーク（2001年6,408万）となった。それ以降は減少して、2015年には
6,130万となっている（1980年と同水準）。

〇 指定都市は2015年まで一貫して増加してきたがその増加幅は小さくなっている。中核市は2000年以降、市（指

定都市・中核市以外）は1995年以降、減少に転じている。町村は1980年代後半から徐々に減少している。

※ 東京圏・・・東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県、 関西圏（大阪圏）・・・大阪府・兵庫県・京都府・奈良県、 名古屋圏・・・愛知県・岐阜県・三重県

出典：総務省統計局『国勢調査報告』，琉球政府統計庁『国勢調査報告』
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地方圏の人口構造の変化（地方圏全体）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「地域別将来推計人口（H30.3推計）」から作成
※市区町村別推計を元に作成したため、2020年以降の数値には福島県内市町村分の人口は含まれない。
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〇 地方圏（合計）の生産年齢人口は、既に1995年頃をピークに減少。2015年には3,592万人（1960年代前半と同水準）。

〇 今後、生産年齢人口割合が大幅に低下する（地方圏で58.9→51.5％（2015→2040年））。若年人口割合（12.6→10.9％）も低下
するが、75歳以上及び85歳以上人口割合が急速に高まる。85歳以上人口は2040年には10.5％となる。
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地方圏の人口構造の変化（指定都市・中核市等別）

〇 地方圏では、これまで指定都市、中核市及び人口10万以上の市の占める割合が高まってきた。
〇 今後も、より人口規模が大きい自治体への集中が見込まれるが、若年人口・生産年齢人口の実数は減少する。

出典：国立社会保障・人口問題研究所「地域別将来推計人口（H30.3推計）」から作成 ※市区町村別推計を元に作成したため、2020年以降の数値には福島県内市町村分の人口は含まれない。
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三大都市圏の人口構造の変化

〇 東京圏は2020年をピークに人口減少に転じる。関西圏、名古屋圏では既に人口減少局面に入っている。
〇 2015年から2040年にかけて、東京圏では75歳以上人口が200万人増加する一方、生産年齢人口が330万人減

少する。関西圏、名古屋圏、地方圏でも75歳以上人口は増加するが、生産年齢人口は減少する。
〇 特に2025年以降は、75歳以上人口の伸びが鈍化する一方で、生産年齢人口は大きく減少する。
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出典：国立社会保障・人口問題研究所「地域別将来推計人口（H30.3推計）」から作成

人口構成の変化（2015→2040）
（上段は実数の変化（百万人）、下段は構成比の変化（％））
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三大都市圏の人口の推移

〇 戦後、三大都市圏※では、ほとんどの期間において転入超過となっている。
〇 東京圏においては一時期を除いて引き続き大幅な転入超過が続いている。
〇 関西圏（大阪圏）、名古屋圏においては、1970年代半ば以降転入超過が鈍化している。

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告2017年結果」

※ 東京圏・・・東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県
関西圏（大阪圏）・・・大阪府、兵庫県、京都府、奈良県
名古屋圏・・・愛知県、岐阜県、三重県

三大都市圏の転入・転出超過数の推移

出典：総務省統計局『国勢調査報告』，琉球政府統計庁『国勢調査報告』
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サービス施設の立地する確率が50％及び80％となる自治体の人口規模

【出所】国土交通省「国土のグランドデザイン2050 参考資料」（H26.7）
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主な広域連携制度の変遷

町村組合
（町村制）

1888
（明21）

1891
（明24）

市町村組合
（市制）

1890
（明23）

事務の委託
（地方学事通則）

1943
（昭18）

施設の共同利用
（市制・町村制）

1947
（昭22）

一部事務
組合

都道府県も
対象に

1952
（昭27）

事務の委託

機関等の
共同設置

1961
（昭36）

1974
（昭49）

協議会

計画作成
協議会を
追加

複合一部
事務組合
を追加

1994
（平6）

広域連合

2011
（平23）

2012
（平24）

2014
（平26）

理事会制
を追加

対象機関の
拡大（※）

事務の
代替執行

連携協約

〇 広域連携制度は、地方制度が確立した明治期から存在。
〇 近年、より多様で柔軟な連携の選択肢を整備。（1994年（平成6年）に広域連合、2014年（平成26年）に事務の代替

執行と連携協約をそれぞれ創設。2011年（平成23年）に機関等の共同設置の対象機関を拡大など）

地方自治法制定前 地方自治法

（出所）「広域連携の仕組み」（木村俊介著）から作成

予告による
脱退が可能に

経費節約、事
務の能率的
処理を図る

予告による
脱退が可能に

予告による
脱退が可能に

（※）議会事務局、委員会の事務局、長の内部組織など
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地方公共団体の事務の種類別共同処理の状況（分野別）

(事務件数)

共同処理方法

事務の種類

15             31             -                -              -              84             21             1              152            

33             13             -                199            -              159            5              -              409            

-              -              3                2              -              17             2              1              25             

22             2              2                6              -              25             11             -              68             

19             -              -                43             -              17             6              -              85             

-              1              -                3              -              3              3              -              10             

108            23             274              381            -              688            251            -              1,725          

-              22             5                708            3              1,298          80             -              2,116          

46             65             29               253            -              142            14             -              549            

-              -              5                2              -              3              -              -              10             

-              4              9                18             -              19             2              -              52             

-              72             1                423            -              821            64             -              1,381          

150            48             144              4,590          -              409            75             -              5,416          

総  計 393            281            472              6,628          3              3,685          534            2              11,998         

（注）連携協約、協議会、機関等の共同設置、一部事務組合、広域連合及び地方開発事業団の件数については、複数の事務を行っている場合は事務ごとに件数に計上しているため重複がある。

　　　なお、連携協約の件数は、連携中枢都市圏の形成に係る連携協約以外の件数である。

６　一部事務組合 ７　広域連合 ８　地方開発事業団 ９　１～８の合計１　連携協約 ２　協議会 ３　機関等の共同設置 ４　事務の委託 ５　事務の代替執行

１２　防災

１３　その他

４　第３次産業振興

５　輸送施設

６　国土保全

７　厚生福祉

８　環境衛生

９　教育

１　地域開発計画

２　第１次産業振興

３　第２次産業振興

１０　住宅

１１　都市計画

○【長野県】木曽広域自立圏形成に係る連

携協約関係 ９０件

関係団体：６団体

締結数：１５

事務：６分野（病院、診療所、母子福祉、

児童福祉、老人福祉、障害者福祉）

※１５件×６分野＝９０件

○消費生活相談 ４３件

※主な内訳

【長野県】木曽広域自立圏形成に係る連携協約１５件

【静岡県】賀茂地域の広域連携に係る連携協約２１件（関係団

体：７団体）

○鳥取県自治体ＩＣＴ共同化広域連携協約関係 ３８件

構成団体 県及び県内全市町村（4市14町1村）

事務：２分野（職員研修、情報基盤整備）

※１９件×２分野＝３８件

○消防 ４１件（消防通信指令に関する事務）

○救急 ２５件（救急通信指令に関する事務）

○介護区分認定審査 １２７件

○公平委員会 １１５件

○下水道 ２６６件（下水道処理

事業、下水道使用料徴収事務）

○ゴミ処理 １３８件

○し尿処理 １０４件

○消防 １６６件

○救急 １５７件

○住民票の写し等の交付 １，４０２件

※主な内訳

岐阜県内市町村 ５４０件、大分県内市町村 ２９４件

静岡県内市町村 ２３２件、富山県内市町村 ２１０件

石川県内市町村 １０６件

○公平委員会 １，１８０件

○競艇 ８６１件（競艇事業、勝舟投票券の場外販売・払

戻）

○介護区分認定審査 ４６件

○後期高齢者医療 ５１件

※全都道府県に「後期高齢者医療広域連

合」あり

○消防 ２６８件

○介護区分認定審査 ８４件

○病院 ７８件

○老人福祉施設 ７４件

○介護保険施設サービス ７０件

○救急・土日医療 ６５件

○ごみ処理 ４００件

○し尿処理 ３２６件

○火葬場 ２１８件

○リサイクル施設 １５５件

○上水道 ９８件

○小学校 ８１件

○中学校 ７４件

○救急・土日診療 ７２件

○児童福祉 ６０件（児童保育、特別

児童扶養手当認定等）

○農業用水 １３９件（水利

施設管理、土地改良事業）

○林道・林野 ９１件

※山梨県内に４３件の「恩賜県有

財産保護組合」あり
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連携中枢都市圏の取組状況（平成３１年４月１日現在） 資料９

平成３１年４月１日現在、
３４市（３２圏域）が連携中枢都市圏を形成
（近隣市町村を含めた延べ市町村数：３０４）



南相馬市
★

★
★

美濃加茂市
★

★彦根市

松江市・米子市
★★

★
（下関市） （高松市）

★
★

延岡市
★

★日向市

★
★

★
鹿屋市

長岡市★

由利本荘市★

★
倉吉市

★

★

伊万里市
★

★西尾市

大牟田市

★

★

八女市

★

唐津市

小樽市★

★

★
（高知市）

（久留米市） ●★
今治市

釧路市★
室蘭市★

★

★旭川市

備前市★ ★西脇市

観音寺市

◆石巻市

浜田市
★

★稚内市

★阿南市

★

★

出雲市

★
旭市

★

五島市

★宮古島市

★

刈谷市

★

益田市

★山口市

★網走市

★

いなべ市

★帯広市

★

上田市★

薩摩川内市

天草市

★

★

萩市
（鳥取市）

★豊岡市

★名寄市
★士別市

糸魚川市★

★

丸亀市

佐久市★

★徳島市

松阪市

弘前市★

★

（長崎市）

小林市

★

鶴岡市★

★三沢市
★（八戸市）

★

十和田市

★
★中野市

★
長門市

★

伊勢市

★

★函館市

滝川市★
砂川市★

★※富良野市

★一関市

★※那須塩原市

★湖西市
★洲本市

★大田原市

燕市★

定住自立圏構想の取組状況（平成３１年４月１日現在）

酒田市★

★

人吉市

★

本庄市

伊勢崎市

佐野市

★苫小牧市

★白河市

★

八代市
天理市

★★
★

山鹿市

都城市

菊池市

※

飯田市

★
北杜市

村上市★

東近江市

★

大崎市

★
新庄市

★★中津市

★★
宿毛市・四万十市

日田市

栃木市

★

★

加東市・加西市

長浜市

伊那市★
庄原市 ★

★

★ むつ市

★

●

横手市

湯沢市

★
★ 奥州市

能代市★
大館市

★
大仙市

山形市

★

たつの市

●
三原市

★

南さつま市

飯山市

★

南魚沼市

★

喜多方市

五所川原市★

＜中心市宣言済み市…136市＞
★･･･定住自立圏共生ビジョン

策定済みの圏域数（130市・122圏域）
◆･･･定住自立圏形成協定締結

又は定住自立圏形成方針
策定まで終えた市(1市・1圏域)

●･･･中心市宣言のみ実施済み
の市（5市）
括弧書きは連携中枢都市へ移行
※は多自然居住拠点都市

定住自立圏形成済み(★、◆)…123圏域(525市町村)
うち 県境型圏域：12圏域

（十和田市・三沢市、大田原市、上田市、鳥取市、
松江市・米子市、備前市、大牟田市、中津市、
都城市、北杜市、小山市、伊賀市を中心市とする圏域）
複眼型中心市圏域：8圏域

（名寄市・士別市、十和田市・三沢市、
中野市・飯山市、松江市・米子市、
四万十市・宿毛市、滝川市・砂川市
北上市・奥州市、加東市・加西市
を中心市とする圏域）
合併１市圏域：29圏域

（由利本荘市、横手市、伊勢崎市、佐野市、糸魚川市、
湖西市、西尾市、長浜市、出雲市、
浜田市、山口市、下関市、長門市、今治市、八女市、
唐津市、五島市、天草市、薩摩川内市、宮古島市、
栃木市、日田市、東近江市、菊池市、庄原市、
大仙市、南さつま市、指宿市、日光市）

日光市

小山市★

秩父市

※

水戸市

飯塚市

玉名市

★

指宿市

新発田市

伊賀市

津山市
田川市

★

★

★

★

★

★

★

★

深川市※
★

★

北上市

釜石市

★米沢市

★

宇和島市

●北見市※

●

日南市
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第１ 市町村合併を含めた基礎自治体のあり方

１ 市町村合併をはじめとした基礎自治体についての現状認識

(1) 市町村合併の背景と進捗状況

人口減少・少子高齢化の進行等の社会状況の変化に対応して、地方分権の担い手となる基礎自治体にふさわしい行財政

基盤を確立することが強く求められ、平成11年以来、全国的に市町村合併が積極的に推進されてきた。

その結果、市町村数は3,232(平成11年3月31日現在)が1,760 (平成22年3月23日見込み)となり、全体として見た場合には、

市町村合併は相当程度進捗したものと考えられる。

(2) 市町村合併の評価・検証

市町村合併の本来の効果が発現するためには、市町村建設計画等で一般的に定められている10年程度の期間が必要で

あると考えられるが、多くの合併市町村において、合併後3年から4年の段階で、既に次のような成果が現れている。

① 経営中枢部門の強化や保健福祉等の専門職員の配置など、地方分権の受け皿としての行政体制が整備されつつある。

② 人口減少・少子高齢社会への備えとして、強化された行財政基盤を活かし、地域の将来を左右する少子化対策・高齢化

対策などの取組が行われている。

③ 広域化が進む行政需要への対応や地域資源を戦略的に活用した広域的な地域活性化の新たな取組が生まれつつある。

④ 適切な職員配置により住民サービスの水準の確保を図りつつ職員総数を削減するなど、効率的な行政運営の取組が行

われている。

一方で、合併により市町村の規模が大きくなることによって、住民の声が届きにくくなっているのではないか、周辺部が取り

残されるのではないか、地域の伝統・文化の継承・発展が危うくなるのではないか等の懸念が現実化している地域もある。

こうした課題に対応するため、合併市町村においては、地域の実情を踏まえつつ、地域自治組織の活用や支所等の設置

などにより、新しいまちづくりの中で、住民の利便性の確保、コミュニティ振興及び地域の伝統・文化の振興に向けた取組を

継続的に進めている過程にある。

今後の基礎自治体及び監査・議会制度のあり方に関する答申
（第29次地方制度調査会答申）（抄）① 平成21年６月16日 総理手交
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２ これからの基礎自治体のあり方

(2) 今後における市町村合併の支援のあり方

昭和４０年に制定された旧合併特例法は、平成１１年に財政支援措置が強化されるなどの改正が行われ、市町村合併の

推進に大きく舵が切られた。その後、第２７次地方制度調査会の答申を踏まえて制定された現行合併特例法においては都

道府県の役割が強化される等の措置が講じられ、市町村合併が推進されてきた。

これまでの市町村合併の進捗状況やその評価・検証については、先に述べたとおりである。今後の人口減少・少子高齢化

の進行や厳しい財政状況を踏まえ、基礎自治体としての重要な役割や市町村が抱える課題に対応するためには、今後とも、

市町村の行財政基盤を強化していく必要がある。

しかしながら、平成11年以来、強化された財政支援措置等により全国的に行ってきた合併推進運動も10年が経過し、これ

までの経緯や市町村を取り巻く現下の状況を踏まえれば、従来と同様の手法を続けていくことには限界があると考えられる。

したがって、平成11年以来の全国的な合併推進運動については、現行合併特例法の期限である平成22年3月末までで一

区切りとすることが適当であると考えられる。

その上で、平成22年4月以降は、自主的に合併を選択する市町村に対して必要な支援措置を講ずることが適当である。

なお、旧合併特例法及び現行合併特例法の下で合併を実現した合併市町村については、その一体的な振興や周辺地域

への対応を適切に行えるよう、国及び都道府県は、引き続き、これらの合併市町村に対する積極的な支援を行っていくべき

である。

今後の基礎自治体及び監査・議会制度のあり方に関する答申
（第29次地方制度調査会答申）（抄）②



ヒアリング・現地調査団体の意見の概要（合併関係）（第32次地方制度調査会）①

【岡山県真庭市】（平成30年９月27日 第３回専門小委員会）
〇 平成の合併から10年以上が経過し、合併の効果の検証が必要。広域合併では、ようやく一体化による効果を発揮できる段階に

なってきた。広域合併を行った自治体では地域自治を充実させることが先決であり、圏域を１つの自治体として考えるのはまだ先
の話ではないか。

【新潟県上越市】（平成31年２月５日 現地調査）
〇 合併の評価は、誰が評価するか、何を比較するかが難しい。行政としては効率化が図られて、財源がまちづくりに活かせるように

なった。旧町村が廃れる、という声にどう答えるのかが課題。
〇 合併に伴う財政措置が講じられたが、一体感の醸成や新市を形づくるハード整備については10年では短い。
〇 定住自立圏は形成していないが、広域合併によりいわば圏域を先行して形成したようなもの。市域が広いこともあり、近隣市町村と

の日常的な業務の協力は一部を除いてほとんど行っていないが、観光分野では連携を推進中。

【島根県雲南市】（平成31年２月20日 現地調査）
〇 ６町村の合併から今年で15年目。東京23区の９割ほどの面積に約４万人が居住。合併当初から、市民との協働による地域づくりに

取り組んできており、市の総合戦略においても、子ども、若者、大人の全世代の参加による持続可能なまちづくりを重点プロジェクト
として推進。近年、地域課題に向き合い、自らその解決を目指そうとする市民が増えてきている。

【長野県長野市】（平成31年２月21日 現地調査）
〇 1市2町4村で合併。合併した町村は中山間地域が多い。公共施設はすべて引き受けており、そのあり方を検討しているところ。
〇 高齢化等により増加する国保や介護保険の負担が、合併の影響と認識されている方もいる。行政サービスを統一し旧町村独自

の制度が廃止されたため、一部住民負担が増加し、融通が利かなくなったとの声も。他方、長野市が実施するバス利用補助が活
用できるようになり、肯定的な意見もある。合併時に廃止した事業を長野市として復活したケースもある。

〇 旧町村では、人口が減少し、高齢化が進んでいる。住民自治協議会にデマンドタクシーの配車をお願いしている。支所は１つも減ら
していない。支所の体制も強化し、地域のために活動する職員を配置している。災害対応力を強化するため、各地域に自主防災
組織をつくり、図上訓練など地域ぐるみの防災訓練を実施。

【島根県松江市】（平成31年２月21日 現地調査）
〇 中海・宍道湖・大山圏域市長会の取組については、松江市（人口約20万人）、出雲市（同17万人）、米子市（同15万人）の人口規模

がほぼ同じで、突出したリーダーとなる自治体が存在しないため、新たな取組の実現に際して調整に時間を要するなど、組織とし
ての機動力や圏域としての一体感の醸成には課題もある。平成の合併が一段落し、更なる合併が現実的ではない中で、交通や
観光などの一定の業務については、全国あまねく、経済圏域や生活圏域が共通の複数の自治体ごとに一体的に処理するような、
新たな広域行政制度が必要ではないか。
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【福島県大玉村】（平成31年３月13日 現地調査）
〇 平成の合併時には合併せず、自立の道を選択したが、近隣市町村と連携した広域行政を展開している。県都福島市と経済都市

郡山市それぞれの圏域に属しており、郡山市とは連携協約を締結済み（H31.1）であるほか、福島市とも連携中枢都市圏形成に向
けた取組を進めている。

【岩手県一関市】（平成31年３月19日 現地調査）
〇 合併当初の10年間は「一体感の醸成」が至るところで掲げられていた。合併特例債が合併の後押しとなって、合併前にはなかな

か整備できなかった施設（ハード）を次々に整備した10年間だった。現在は、ソフト面での協働のまちづくりが論点となっており、「一
体感の醸成」を言っている方は少ない。

〇 従来の公民館を市民センターに衣替えして、自発的な組織として地域協働体を作ってもらい指定管理を行ってもらう仕組みを作
ることで、ソフト面での自治意識を高めている。

〇 合併直後のリーマンショックや岩手・宮城内陸地震、東日本大震災があり、なかなか思うようにいかず、「合併してもいいことがな
かった」という意識のすれ違いが生じている面もある。

〇 人口が減ってきて、住民自治が進んでいくと、２回目の10年間を終えた時点で組織や体制を見直すこともあるという気がする。現
在も総合支所方式であるが、いくつかの機能については別の体制を設けて移管しているものもある。新市なりの体制になってきて
いるが、今はまだ途中段階。

〇 合併後10年が経過して住民の意識も変わってきた。中心部でも旧町村部でも等しく「合併してもいいことがなかった」という声はあ
るが、現在ではそれほど強くはなくなったと感じている。

〇 合併前から旧一関市に人口が集まる傾向はあった。人口のダム機能は大きいものから小さいものまで、いくつもある。旧一関市も
人口のダム（次のダムは盛岡市又は仙台市）。ただし、合併して職員が中心部に移るなど加速した面はあったかもしれない。

【香川県高松市】（平成31年３月25日 現地調査）
〇 瀬戸・高松広域連携中枢都市圏は、定住自立圏から始まっている。平成17・18年に周辺６町を編入合併したが、合併できなかった

のが三木町と綾川町。これからの人口減少が始まる中で、広域連携が必要であると考え、高松市長自身が近隣５町をそれぞれ
訪問して、首長に定住自立圏をしようと言った。その際、高松市が中心だと合併に向かうのではないかという懸念もあったため、合
併を前提としないことをきちんと文書で書いて説得した。その後、さぬき市、東かがわ市についても人口減少問題に対する危機感
から、定住自立圏に加わった。定住自立圏時代から、首長と議長からなる広域連携推進委員会を作り、そこで各年度の方針や連
携事業などを決めており、比較的良好に進んでいる。人口が圧倒的に多いので、高松市が中心になることに周辺市町も違和感
はないが、合併には警戒感がある。
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【北海道遠軽町】（平成31年４月18日 現地調査）
〇 遠軽町は、全国の町村で２番目に面積が広い。森林面積は88％あり、北海道で一番広い。かつての遠軽村から分村して３町１村に

なったが、合併して分村前の姿に戻っている。
〇 合併については、必ずしも皆が前向きだったわけではなく、青年会議所が入ってきた頃から風向きが変わった。遠軽地区にはかつ

て７町村あったが、現在は、３町１村が合併してできた新・遠軽町、湧別町と上湧別町が合併してできた新・湧別町と、合併しなかっ
た佐呂間町の３町がある。

〇 合併後の状況として、財政再建についてはうまくいったと考えている。財政的には合併して良かった。合併特例債・合併算定替の効
果は大きかったが、職員数を合併時の357人から259人まで削減したことによる人件費の削減が大きかった。人口が減り続けていく
ことは分かっていたが、食い止められない。合併後10年間は市町村建設計画に則って各地域との約束を守ってきたが、今後、公共
施設を集約化しなければならない。職員数は240人に持っていかないと財政的にうまくいかないが、最後の十数名を減らすのに非
常に頭を悩ませている。旧町の市街地は大きく離れている。本庁舎は削れないし、支所もどれだけ職員数を減らせるかで悩んで
いる。最近、集中的な豪雨があり、災害対応のことも考えると、人員削減もどこまで進めて良いのか課題がある。

〇 合併しなかった方が良かったという地区もあるが、合併時には、しなかったらこうなるということで合意していた。そのシミュレーション
を説明すれば皆納得してくれる。

【北海道北見市ほか】（平成31年４月18日 現地調査）
〇 合併により、職員数が1,300人から1,000人まで減り、行政コストは明らかに減った。コスト縮減に向けて取り組んでいる。しかし、面積

が広いので、公共施設の統廃合を積極的に進めているものの、地理的な問題で、北見の中心部だけに作ってよいかというと、そう
もいかない。合併効果は本州の小さい自治体と比べては出づらいのではないか。

〇 最初は、定住自立圏構想について、議会に説明したら、第二の合併かという話になった。そうではない、ＷｉｎＷｉｎの形をしっかり取る
と説明したが、厳しい意見が出た。議会は論客が多いので、どうやって自治を高めあっていくのか、合併にはならないということで理
解をいただいた。
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現行合併特例法下での市町村合併（平成２２年４月以降）

新市名 愛知県西尾市 島根県松江市 岩手県一関市 栃木県栃木市 島根県出雲市 埼玉県川口市

合併期日 H23.4.1 H23.8.1 H23.9.26 H23.10.1 H26.4.5 H23.10.1 H23.10.11

合併方式 編入合併 編入合併 編入合併 編入合併 編入合併 編入合併 編入合併

関係市町村
西尾市、一色
町、吉良町、

幡豆町

松江市、
東出雲町

一関市、
藤沢町

栃木市、
西方町

栃木市、
岩舟町

出雲市、
斐川町

川口市、
鳩ヶ谷市

住民発議 なし あり なし なし あり あり なし

議員の取扱い
定数特例・
在任特例なし

定数特例あり 定数特例あり
定数特例・
在任特例なし

定数特例・
在任特例なし

定数特例あり 定数特例あり

地方税の特例
旧３町の市街
化区域農地課
税に特例

法人市町民税、
軽自動車税及
び都市計画税
は平成28年度
まで不均一課
税等

法人市町村民
税は平成25年
度まで不均一
課税

なし
都市計画税は
平成29年度ま
で不均一課税

なし
事業所税は平
成25年度まで
不均一課税

地域審議会等
（合併時）

設置しない

旧東出雲町区
域に地域協議
会を設置
（条例上）

旧藤沢町区域
に地域自治区
を設置
(合併特例法)

旧西方町区域
に地域自治区
を設置
(合併特例法)

旧岩舟町区域
に地域自治区
を設置
(合併特例法)

旧斐川町区域
に地域自治区
を設置
(一般制度)

設置しない

〇 現行合併特例法下でも、７件の市町村合併が行われた。

〇 住民発議、議員の定数特例、地方税の特例、地域自治区の設置など、現行法における合併の障害を除去
するための措置が活用されている。
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最近の合併に向けた動き

〇 現行合併特例法下では、実際に合併した６市以外に、市町村合併に向けた動きは次のとおり。

※自治体等への聞き取り及び新聞報道等により総務省作成。

○長野県岡谷市(50,128人)・諏訪市(50,140人)
・下諏訪町(20,236人)

○群馬県館林市(76,667人）・板倉町(15,015人)
・H２７.１２ 板倉町民が合併協議会の設置を請求。

・H２８. ４ 両市町において合併協議会設置が可決され、
６月に法定協議会を設置。

・H３１.   １ 給食費無料化についての意見の相違が解
消されず、協議会を概ね３年間休止すること
を決定。

・H３０.４ 法定の合併協議会の設置を求める署名活動が開始され、
６月に住民発議による合併法定協議会設置の請求書が
３市町に提出された。

・H３０.８ ３市町の臨時議会で合併協議会の設置議案が上程され
たが、３市町いずれにおいても否決。

・H２９.１ 中間市の市民団体が合併協議会の設置を請求。

・H２９.４ 北九州市長が中間市長へ「議会に付議しない」旨回答。

○福岡県北九州市(961,286人)・中間市(41,796人)

・H２６,２７ 桐生市長が任意合併協議会設置を要請。

・H２６.１２ 両市の事務方の「新市建設研究会」設置。

・H２８.  ５ みどり市が任意合併協議会設置見送りを回答。

・R元 .  ５ 桐生市長選挙で初当選した新市長が、就任会見で、合
併や連携を模索する会議「桐生・みどり未来会議」の設置
をみどり市長に提案し、１年半～２年以内に合併の見極
めをする考えを示す。

○群馬県桐生市（飛び地）（114,714人）・みどり市（50,906人）

・H２８.１０ 任意の合併協議会が設置され、H２９.８まで
定期的に協議会を開催。

・H２９.１１ 両市において、市民アンケートを実施。小田
原市では合併賛成多数、南足柄市ではもっ
と検討すべきという意見が多数。

・H２９.１２ 南足柄市長が市議会にて、合併するべきで
はない旨の発言をし、それを受け、小田原
市長も市議会にて、南足柄市との合併協議
の終了を明言。

○神奈川県小田原市(194,086人)
・南足柄市(43,306人)

※人口はＨ２７国勢調査による。

＜その他の動き＞
【大阪府「合併に関する研究会」】
・H３０.１２の「合併に関する研究会」報告書では、「国に対し、合併特例法の期限の
延長を求めていく」との記載あり。

○京都府長岡京市(80,090人)・大山崎町(15,181人)
・H２６.６ 大山崎町の住民が合併協議会の設置を請求。

・H２６.６ 長岡京市が大山崎町へ「議会に付議しない」旨回答。
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○ 平成１１年以来、全国的に市町村合併が積極的に推進されてきた結果、市町村数は３，２３２（平成１１年３月３１
日現在）から１，７２７（平成２２年３月３１日）まで減少。

○ 平成１１年以来の全国的な合併推進については、１０年が経過していること、これまでの経緯や市町村を取り巻く
状況を踏まえ、現行合併特例法期限である平成２２年３月３１日までで一区切り。

○ その上で、引き続き行財政基盤強化のため自主的に合併を選択する市町村を支援。

《改正概要》

《改正のポイント》

《施行期日》

現行合併特例法の概要
＜市町村の合併の特例等に関する法律の一部を改正する法律（平成２２年法律第１０号）の概要＞

① 推進のための措置 ⇒ 廃止
○ 目的規定の「合併の推進」を「合併の円滑化」に改正

○ 合併推進に向けた国、都道府県による積極的な関与の廃止
・ 総務大臣による市町村の合併の推進に関する基本指針
・ 都道府県による市町村の合併の推進に関する構想、合併協議会設置の勧告

○ 三万市特例（合併する場合には、市となる人口の要件を５万人から３万人に緩和する特例） の廃止

② 円滑化のための措置 ⇒ 存置
○ 議会の議員の定数又は在任に関する特例
○ 地方税に関する特例
○ 合併算定替
○ 住民発議・住民投票
○ 合併特例区

平成22年4月1日

《背 景》

① 国、都道府県による積極的な関与等の合併推進のための措置を廃止
② 自主的な市町村合併を円滑にする措置を中心とした内容に改正の上、１０年間延長
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参照条文①

地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）

第一条の二 地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広
く担うものとする。

② 国は、前項の規定の趣旨を達成するため、国においては国際社会における国家としての存立にかかわる事務、全国的に統一して定
めることが望ましい国民の諸活動若しくは地方自治に関する基本的な準則に関する事務又は全国的な規模で若しくは全国的な視点に立
つて行わなければならない施策及び事業の実施その他の国が本来果たすべき役割を重点的に担い、住民に身近な行政はできる限り地方
公共団体にゆだねることを基本として、地方公共団体との間で適切に役割を分担するとともに、地方公共団体に関する制度の策定及び
施策の実施に当たつて、地方公共団体の自主性及び自立性が十分に発揮されるようにしなければならない。

第二条 （略）
② 普通地方公共団体は、地域における事務及びその他の事務で法律又はこれに基づく政令により処理することとされるものを処理す

る。
③ 市町村は、基礎的な地方公共団体として、第五項において都道府県が処理するものとされているものを除き、一般的に、前項の事

務を処理するものとする。
④ （略）
⑤ 都道府県は、市町村を包括する広域の地方公共団体として、第二項の事務で、広域にわたるもの、市町村に関する連絡調整に関す
るもの及びその規模又は性質において一般の市町村が処理することが適当でないと認められるものを処理するものとする。

⑥～⑰ （略）

（市町村の適正規模の勧告）

第八条の二 都道府県知事は、市町村が第二条第十五項の規定によりその規模の適正化を図るのを援助するため、市町村の廃置分合又

は市町村の境界変更の計画を定め、これを関係市町村に勧告することができる。

② 前項の計画を定め又はこれを変更しようとするときは、都道府県知事は、関係市町村、当該都道府県の議会、当該都道府県の区域

内の市町村の議会又は長の連合組織その他の関係のある機関及び学識経験を有する者等の意見を聴かなければならない。

③ 前項の関係市町村の意見については、当該市町村の議会の議決を経なければならない。

④ 都道府県知事は、第一項の規定により勧告をしたときは、直ちにその旨を公表するとともに、総務大臣に報告しなければならない。

⑤ 総務大臣は、前項の規定による報告を受けたときは、国の関係行政機関の長に対し直ちにその旨を通知するものとする。

資料１７



参照条文②

地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）

（連携協約）

第二百五十二条の二 普通地方公共団体は、当該普通地方公共団体及び他の普通地方公共団体の区域における当該普通地方公共団体及

び当該他の普通地方公共団体の事務の処理に当たつての当該他の普通地方公共団体との連携を図るため、協議により、当該普通地方

公共団体及び当該他の普通地方公共団体が連携して事務を処理するに当たつての基本的な方針及び役割分担を定める協約（以下「連

携協約」という。）を当該他の普通地方公共団体と締結することができる。

② 普通地方公共団体は、連携協約を締結したときは、その旨及び当該連携協約を告示するとともに、都道府県が締結したものにあつ

ては総務大臣、その他のものにあつては都道府県知事に届け出なければならない。

③ 第一項の協議については、関係普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。

④ 普通地方公共団体は、連携協約を変更し、又は連携協約を廃止しようとするときは、前三項の例によりこれを行わなければならな

い。

⑤ 公益上必要がある場合においては、都道府県が締結するものについては総務大臣、その他のものについては都道府県知事は、関係

のある普通地方公共団体に対し、連携協約を締結すべきことを勧告することができる。

⑥ 連携協約を締結した普通地方公共団体は、当該連携協約に基づいて、当該連携協約を締結した他の普通地方公共団体と連携して事

務を処理するに当たつて当該普通地方公共団体が分担すべき役割を果たすため必要な措置を執るようにしなければならない。

⑦ 連携協約を締結した普通地方公共団体相互の間に連携協約に係る紛争があるときは、当事者である普通地方公共団体は、都道府県

が当事者となる紛争にあつては総務大臣、その他の紛争にあつては都道府県知事に対し、文書により、自治紛争処理委員による当該

紛争を処理するための方策の提示を求める旨の申請をすることができる。



参照条文③

地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）

（協議会の設置）
第二百五十二条の二の二 普通地方公共団体は、普通地方公共団体の事務の一部を共同して管理し及び執行し、若しくは普通地方公共
団体の事務の管理及び執行について連絡調整を図り、又は広域にわたる総合的な計画を共同して作成するため、協議により規約を定め、
普通地方公共団体の協議会を設けることができる。

② 普通地方公共団体は、協議会を設けたときは、その旨及び規約を告示するとともに、都道府県の加入するものにあつては総務大臣、
その他のものにあつては都道府県知事に届け出なければならない。

③ 第一項の協議については、関係普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。ただし、普通地方公共団体の事務の管理及
び執行について連絡調整を図るため普通地方公共団体の協議会を設ける場合は、この限りでない。

④ 公益上必要がある場合においては、都道府県の加入するものについては総務大臣、その他のものについては都道府県知事は、関係
のある普通地方公共団体に対し、普通地方公共団体の協議会を設けるべきことを勧告することができる。

⑤ 普通地方公共団体の協議会が広域にわたる総合的な計画を作成したときは、関係普通地方公共団体は、当該計画に基づいて、その
事務を処理するようにしなければならない。

⑥ 普通地方公共団体の協議会は、必要があると認めるときは、関係のある公の機関の長に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その
他必要な協力を求めることができる。

（協議会の組織）
第二百五十二条の三 普通地方公共団体の協議会は、会長及び委員をもつてこれを組織する。
② 普通地方公共団体の協議会の会長及び委員は、規約の定めるところにより常勤又は非常勤とし、関係普通地方公共団体の職員のう

ちから、これを選任する。
③ 普通地方公共団体の協議会の会長は、普通地方公共団体の協議会の事務を掌理し、協議会を代表する。

（協議会の規約）
第二百五十二条の四 普通地方公共団体の協議会の規約には、次に掲げる事項につき規定を設けなければならない。
一～三 （略）
四 協議会の組織並びに会長及び委員の選任の方法
五 （略）

② （略）



参照条文④

地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）

（議会の議員及び長の選挙）
第二百九十一条の五 広域連合の議会の議員は、政令で特別の定めをするものを除くほか、広域連合の規約で定めるところにより、広
域連合の選挙人（広域連合を組織する普通地方公共団体又は特別区の議会の議員及び長の選挙権を有する者で当該広域連合の区域内
に住所を有するものをいう。次項及び次条第八項において同じ。）が投票により又は広域連合を組織する地方公共団体の議会におい
てこれを選挙する。

② 広域連合の長は、政令で特別の定めをするものを除くほか、広域連合の規約で定めるところにより、広域連合の選挙人が投票によ
り又は広域連合を組織する地方公共団体の長が投票によりこれを選挙する。

市町村の合併の特例に関する法律（平成十六年法律第五十九号）

（合併協議会の設置）
第三条 市町村の合併をしようとする市町村は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の二の二第一項の規定に
より、合併市町村の円滑な運営の確保及び均衡ある発展を図るための基本的な計画（以下「合併市町村基本計画」という。）の作成そ
の他市町村の合併に関する協議を行う協議会（以下「合併協議会」という。）を置くものとする。

② 合併協議会の会長は、地方自治法第二百五十二条の三第二項の規定にかかわらず、規約の定めるところにより、関係市町村の議会
の議員若しくは長その他の職員又は学識経験を有する者の中から、これを選任する。

③ 合併協議会の委員は、地方自治法第二百五十二条の三第二項の規定にかかわらず、規約の定めるところにより、関係市町村の議会
の議員又は長その他の職員をもって充てる。

④ 次条第十八項又は第五条第二十七項の規定により置かれる合併協議会には、前項に定めるもののほか、地方自治法第二百五十二条
の三第二項の規定にかかわらず、規約の定めるところにより、次条第一項又は第五条第一項の代表者を委員として加えることができる。

⑤ 合併協議会には、前二項に定めるもののほか、地方自治法第二百五十二条の三第二項の規定にかかわらず、規約の定めるところに
より、学識経験を有する者を委員として加えることができる。
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基
礎

自
治

体
に

よ
る

行
政

基
盤

の
構

築
に

関
す

る
研

究
会

 

  
 

第
１
 
目
的
 

人
口

縮
減

時
代

に
対

応
し

た
基

礎
自

治
体

に
よ

る
行

政
基

盤
の

構
築

へ
向

け
た

課
題

や
方

策
に
つ
い
て
分
析
・
検
討
を
行
う
。
 

 第
２
 
構
成
 

 
研
究
会
は
別
紙
の
メ
ン
バ
ー
を
も
っ
て
構
成
す
る
。
 

  
 

第
３
 
座
長
 
 

（
１
）
 
研
究
会
に
座
長
を
置
き
、
メ
ン
バ
ー
の
互
選
に
よ
り
こ
れ
を
定
め
る
。
 
 

（
２
）
 
座
長
は
会
務
を
総
理
す
る
。
 
 

  
 

第
４
 
議
事
 
 

（
１
）
 
研
究
会
の
会
議
は
、
座
長
が
招
集
す
る
。
 
 

（
２

）
 

座
長

は
、

必
要

が
あ

る
と

認
め

る
と

き
は

、
学

識
経

験
者

等
に

研
究

会
へ

の
出

席

を
求
め
そ
の
意
見
を
聞
く
こ
と

が
で
き
る
。
 
 
 

（
３

）
 

会
議

は
非

公
開

と
す

る
が

、
会

議
終

了
後

に
配

布
資

料
を

公
表

す
る

と
と

も
に

、

議
事
概
要
を
作
成
し
、
公
表
す

る
こ
と
と
す
る
。
た
だ
し
、
配
布
資
料
に
つ
い
て
は
、

座
長
が
必
要
と
認
め
る
時
は
非
公
開
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

  
 

第
５
 
そ
の
他
 
 

（
１
）
 
研
究
会
の
庶
務
は
、
総
務
省
自
治
行
政
局
市
町
村
課
に
お
い
て
処
理
す
る
。
 
 

（
２

）
 

こ
の

要
綱

に
定

め
る

も
の

の
ほ

か
、

研
究

会
の

運
営

そ
の

他
研

究
会

に
関

し
必

要

な
事
項
は
座
長
が
定
め
る
。
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